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三次市教育委員会訓令第３号 

 

 

 三次市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

 

  令和６年１１月１２日 

 

 

三次市教育委員会 

教育長 迫 田 隆 範   

 

 

   三次市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令    

 

 三次市立学校職員服務規程（平成１６年三次市教育委員会訓令第７号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第５条中「出勤簿（様式第２号）に押印」を「別に定める出勤簿に記録」に改

める。 

 第６条第４項中「（様式第３号）」を「（様式第２号）」に，「（様式第４号

）」を「（様式第３号）」に，「（様式第５号）」を「（様式第４号）」に改め

，同条第６項中「（様式第６号の１）」を「（様式第５号）」に，「（様式第６

号の２）」を「（様式第６号）」に改め，同条第７項中「（様式第６号の３）」

を「（様式第８号）」に改め，同条第８項中「（様式第６号の４）」を「（様式

第９号）」に改め，同条第９項中「（様式第８号）」を「（様式第１０号）」に

改め，同条第１１項中「（様式第８号の２）」を「（様式第１１号）」に，「（

様式第８号の３）」を「（様式第１２号）」に改める。 

 第８条中「（様式第９号）」を「（様式第１３号）」に改め，同条ただし書中

「（様式第１０号）」を「（様式第１４号）」に改める。 



 第９条第１項中「（様式第１１号）」を「（様式第１５号）」に改め，同項た

だし書中「（様式第９号）」を「（様式第１３号）」に改め，同条第２項中「（

様式第９号）」を「（様式第１３号）」に改め，同条第３項中「（様式第１２号

）」を「（様式第１６号）」に改める。 

 第１０条第１項中「（様式第１３号）」を「（様式第１７号）」に改め，同条

第２項中「（様式第１４号）」を「（様式第１８号）」に改め，同項ただし書中

「（様式第１５号）」を「（様式第１９号）」に改める。 

 第１１条第１項中「（様式第１６号）」を「（様式第２０号）」に改め，同条

第２項中「（様式第１６号）」を「（様式第２０号）」に改める。 

 第１２条中「（様式第１７号）」を「（様式第２１号）」に改める。 

 様式第２号を削り，様式第３号を様式第２号とし，様式第４号を様式第３号と

し，様式第５号を様式第４号とし，様式第６号の１を様式第５号とし，様式第６

号の２を様式第６号とし，様式第６号の３を様式第８号とし，様式第６号の４を

様式第９号とし，様式第８号を様式第１０号とし，様式第８号の２を様式第１１

号とし，様式第８号の３を様式第１２号とし，様式第９号から様式第１７号まで

を４様式ずつ繰り上げる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は，令和７年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓令の施行の日の前日までに，改正前の三次市立学校職員服務規程の規

定によりなされた手続，処分その他の行為は，改正後の三次市立学校職員服務

規程の相当規定によりなされたものとみなす。 



三次市教育委員会議案第３４号 

三次市立学校職員服務規程の一部を改正する教育委員会訓令（案）新

旧対照表 

改   正   案 現       行 

（出勤） （出勤） 

第５条 職員は，定められた時刻ま

でに出勤し，所定の出勤簿に整理

しなければならない。  

第５条 職員は，定められた時刻ま

でに出勤し，出勤簿（様式第２号）

に押印しなければならない。 

（年次有給休暇，特別休暇，介護

休暇，介護時間，介護支援部分休

暇，子育て支援部分休暇及び出生

支援休暇） 

（年次有給休暇，特別休暇，介護

休暇，介護時間，介護支援部分休

暇，子育て支援部分休暇及び出生

支援休暇） 

第６条 略 

２及び３ 略 

 

第６条 略 

２及び３ 略 

 

４ 前３項の年次有給休暇の届出及

び特別休暇の承認の請求は，休暇

簿（様式第２号）（校長の３日を

超える年次有給休暇又は特別休暇

については，年次有給休暇届（様

式第３号）又は特別休暇承認申請

書（様式第４号））によって行わ

なければならない。 

４ 前３項の年次有給休暇の届出及

び特別休暇の承認の請求は，休暇

簿（様式第３号）（校長の３日を

超える年次有給休暇又は特別休暇

については，年次有給休暇届（様

式第４号）又は特別休暇承認申請

書（様式第５号））によって行わ

なければならない。 

５ 略 ５ 略 

６ 前項に規定する介護休暇の承認

の請求は，第１号介護休暇におい

ては休暇簿（様式第５号の１）を，

第２号介護休暇においては休暇簿

（様式第５号の２）（校長の介護

休暇については介護休暇承認（取

消し）申請書（様式第６号））に

よって行わなければならない。 

６ 前項に規定する介護休暇の承認

の請求は，第１号介護休暇におい

ては休暇簿（様式第６号の１）を，

第２号介護休暇においては休暇簿

（様式第６号の２）（校長の介護

休暇については介護休暇承認（取

消し）申請書（様式第７号））に

よって行わなければならない。 

７ 職員は，県条例第14条の２に規

定する介護時間の承認を受けよう

とするときは，介護時間の承認を

受けようとする期間の始まる日の

前日から起算して１週間前の日ま

でに，休暇簿（様式第５号の３）

によって，要介護者に関する事項，

要介護者の状態，具体的な介護の

内容及び期間を明らかにして校長

７ 職員は，県条例第14条の２に規

定する介護時間の承認を受けよう

とするときは，介護時間の承認を

受けようとする期間の始まる日の

前日から起算して１週間前の日ま

でに，休暇簿（様式第６号の３）

によって，要介護者に関する事項，

要介護者の状態，具体的な介護の

内容及び期間を明らかにして校長



に請求しなければならない。 に請求しなければならない。 

８ 職員は，県条例第14条の３に規

定する介護支援部分休暇の承認を

受けようとするときは，当該承認

を受けようとする期間の始まる日

の前日から起算して１月前の日ま

でに，休暇簿（様式第５号の４）

によって，要介護者に関する事項，

要介護者の状態，具体的な介護の

内容及び期間を明らかにして校長

に請求しなければならない。 

８ 職員は，県条例第14条の３に規

定する介護支援部分休暇の承認を

受けようとするときは，当該承認

を受けようとする期間の始まる日

の前日から起算して１月前の日ま

でに，休暇簿（様式第６号の４）

によって，要介護者に関する事項，

要介護者の状態，具体的な介護の

内容及び期間を明らかにして校長

に請求しなければならない。 

９ 職員は，県条例第15条に規定す

る子育て支援部分休暇の承認を受

けようとするときは，あらかじめ，

休暇簿（様式第７号）によって，

期間を明らかにして校長に請求し

なければならない。 

９ 職員は，県条例第15条に規定す

る子育て支援部分休暇の承認を受

けようとするときは，あらかじめ，

休暇簿（様式第８号）によって，

期間を明らかにして校長に請求し

なければならない。 

10 略 10 略 

11 前項に規定する出生支援休暇の

承認の請求は，休暇簿（様式第７

号の２）（校長にあっては出生支

援休暇承認（取消）申請書（様式

第７号の３））によって行わなけ

ればならない。 

11 前項に規定する出生支援休暇の

承認の請求は，休暇簿（様式第８

号の２）（校長にあっては出生支

援休暇承認（取消）申請書（様式

第８号の３））によって行わなけ

ればならない。 

（療養経過の報告） （療養経過の報告） 

第７条 略 第７条 略 

（職務に専念する義務の免除） （職務に専念する義務の免除） 

第８条 職員は，地方公務員法（昭

和25年法律第261号）第55条第８項

の規定により勤務時間中に同条に

規定する適法な交渉を行うため職

務に専念する義務の免除の承認を

受けようとするとき又は職務に専

念する義務の特例に関する条例

（昭和26年広島県条例第６号）第

２条に規定する職務に専念する義

務の免除の承認を受けようとする

ときは，あらかじめ，その事由と

期間を明らかにして，承認願（様

式第８号）を校長を経由の上教育

委員会に提出して，その承認を得

第８条 職員は，地方公務員法（昭

和25年法律第261号）第55条第８項

の規定により勤務時間中に同条に

規定する適法な交渉を行うため職

務に専念する義務の免除の承認を

受けようとするとき又は職務に専

念する義務の特例に関する条例

（昭和26年広島県条例第６号）第

２条に規定する職務に専念する義

務の免除の承認を受けようとする

ときは，あらかじめ，その事由と

期間を明らかにして，承認願（様

式第９号）を校長を経由の上教育

委員会に提出して，その承認を得



なければならない。ただし，教育

長が別に定めるものについては，

職務専念義務免除承認簿（様式第

９号）によって校長の承認を得る

ものとする。 

なければならない。ただし，教育

長が別に定めるものについては，

職務専念義務免除承認簿（様式第

10号）によって校長の承認を得る

ものとする。 

（研修） （研修） 

第９条 職員は，普通研修（教育公

務員特例法（昭和24年法律第１号）

第22条第２項の規定による研修を

いう。以下同じ。）を受けようと

するときは，普通研修承認簿（様

式第10号）によって，校長の承認

を得なければならない。ただし，

校長の３日を超える普通研修につ

いては，承認願（様式第８号）を

教育委員会に提出して，その承認

を得なければならない。 

第９条 職員は，普通研修（教育公

務員特例法（昭和24年法律第１号）

第22条第２項の規定による研修を

いう。以下同じ。）を受けようと

するときは，普通研修承認簿（様

式第11号）によって，校長の承認

を得なければならない。ただし，

校長の３日を超える普通研修につ

いては，承認願（様式第９号）を

教育委員会に提出して，その承認

を得なければならない。 

２ 職員は，長期研修（教育公務員

特例法第22条第３項の規定による

研修（出張による場合を除く。）

をいう。以下同じ。）を受けよう

とするときは，承認願（様式第８

号）を教育委員会に提出して，そ

の承認を得なければならない。 

２ 職員は，長期研修（教育公務員

特例法第22条第３項の規定による

研修（出張による場合を除く。）

をいう。以下同じ。）を受けよう

とするときは，承認願（様式第９

号）を教育委員会に提出して，そ

の承認を得なければならない。 

３ 職員は，長期研修を終了したと

きは，研修報告書（様式第11号）

を校長（校長にあっては教育委員

会）に提出しなければならない。

普通研修に関し，校長（校長にあ

っては教育委員会）から報告書の

提出を求められた場合も，また同

様とする。 

３ 職員は，長期研修を終了したと

きは，研修報告書（様式第12号）

を校長（校長にあっては教育委員

会）に提出しなければならない。

普通研修に関し，校長（校長にあ

っては教育委員会）から報告書の

提出を求められた場合も，また同

様とする。 

（出張） （出張） 

第10条 校長は，県外に宿泊を要す

る出張をするとき，若しくは３日

を超えて出張しようとするとき

は，出張承認願（様式第12号）を

教育委員会に提出して，その承認

を得なければならない。 

第10条 校長は，県外に宿泊を要す

る出張をするとき，若しくは３日

を超えて出張しようとするとき

は，出張承認願（様式第13号）を

教育委員会に提出して，その承認

を得なければならない。 

２ 職員は，出張をするときは，旅

行命令簿（様式第13号）により事

２ 職員は，出張をするときは，旅

行命令簿（様式第14号）により事



前に所属長の承認を得なければな

らない。ただし，旅費を伴わない

旅行の場合は，旅行命令簿（様式

第14号）により事前に所属長の承

認を得ることができる。 

前に所属長の承認を得なければな

らない。ただし，旅費を伴わない

旅行の場合は，旅行命令簿（様式

第15号）により事前に所属長の承

認を得ることができる。 

３及び４ 略  ３及び４ 略 

（旅行） （旅行） 

第11条 職員は，海外旅行（出張又

は長期研修による場合を除く。）

をしようとするときは，旅行届（様

式第15号）を校長（校長にあって

は教育委員会）に提出しなければ

ならない。 

第11条 職員は，海外旅行（出張又

は長期研修による場合を除く。）

をしようとするときは，旅行届（様

式第16号）を校長（校長にあって

は教育委員会）に提出しなければ

ならない。 

２ 校長は，私用のため３日を超え

て旅行しようとするときは，旅行

届（様式第15号）を教育委員会に

提出しなければならない。 

２ 校長は，私用のため３日を超え

て旅行しようとするときは，旅行

届（様式第16号）を教育委員会に

提出しなければならない。 

（兼職等） （兼職等） 

第12条 職員は，教育公務員特例法

第17条第１項又は地方公務員法第

38条第１項に規定する兼職及び他

の事業又は営利企業等に従事しよ

うとするときは，許可願（様式第

16号）を教育委員会に提出してそ

の許可を得なければならない。 

第12条 職員は，教育公務員特例法

第17条第１項又は地方公務員法第

38条第１項に規定する兼職及び他

の事業又は営利企業等に従事しよ

うとするときは，許可願（様式第

17号）を教育委員会に提出してそ

の許可を得なければならない。 

 。 

様式第１号（第４条関係） 様式第１号（第４条関係） 



  
様式第２号（第５条関係）【削除】 様式第２号（第５条関係） 

 



 
様式第２号（第６条関係） 様式第３号（第６条関係） 

  
様式第３号（第６条関係） 様式第４号（第６条関係） 

  
様式第４号（第６条関係） 様式第５号（第６条関係） 



  
様式第５号の１（第６条関係） 様式第６号の１（第６条関係） 

  
様式第５号の２（第６条関係） 様式第６号の２（第６条関係） 



  
様式第５号の３（第６条関係） 様式第６号の３（第６条関係） 

  
様式第５号の４（第６条関係） 様式第６号の４（第６条関係） 



  
 

 

 

 

 

 



様式第６号（第６条関係） 様式第７号（第６条関係） 

  
様式第７号（第６条関係） 様式第８号（第６条関係） 



  
様式第７号の２（第６条関係） 様式第８号の２（第６条関係） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号の３（第６条関係） 様式第８号の３（第６条関係） 

  
様式第８号（第８条，第９条関係） 様式第９号（第８条，第９条関係） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号（第８条関係） 様式第10号（第８条関係） 

  
様式第10号（第９条関係） 様式第11号（第９条関係） 

  
  



様式第11号（第９条関係） 様式第12号（第９条関係） 

  
様式第12号（第10条関係） 様式第13号（第10条関係） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第13号（第10条関係） 様式第14号（第10条関係） 

  
様式第14号（第10条関係） 様式第15号（第10条関係） 

  
様式第15号（第11条関係） 様式第16号（第11条関係） 

  
 

 

 

 

 

 



様式第16号（第12条関係） 様式第17号（第12条関係） 
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○三次市立学校職員服務規程 

平成16年４月１日教育委員会訓令第７号 

改正 

平成18年３月28日教育委員会訓令第１号 

平成22年12月14日教育委員会訓令第８号 

平成23年３月24日教育委員会訓令第１号 

平成25年４月26日教育委員会訓令第１号 

平成27年１月27日教育委員会訓令第１号 

平成28年４月27日教育委員会訓令第２号 

平成29年１月31日教育委員会訓令第１号 

令和３年12月28日教育委員会訓令第５号 

令和５年４月21日教育委員会訓令第２号 

令和６年３月28日教育委員会訓令第１号 

三次市立学校職員服務規程 

（趣旨） 

第１条 三次市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の所管に属する学校の職員の服務に関

しては，法令，条例，規則等に定めるもののほか，この訓令の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この訓令において「職員」とは，教育委員会の所管に属する学校に勤務する常勤の職員及

び定年前再任用短時間勤務職員をいう。 

（着任） 

第３条 職員は，採用又は配置換されたときは，その辞令を受けた日から７日以内に着任しなけれ

ばならない。 

２ 職員は，やむを得ない事情により前項の期限内に着任できないときは，その事由及び着任の期

日を校長に申し出て，その承認を得なければならない。 

（氏名の変更届） 

第４条 職員は，氏名の変更があったときは，30日以内に氏名変更届（様式第１号）を校長に提出

しなければならない。 

２ 校長は，前項の氏名変更届を受理した場合は，教育委員会に報告しなければならない。 

（出勤） 
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第５条 職員は，定められた時刻までに出勤し，出勤簿（様式第２号）に押印しなければならない。 

（年次有給休暇，特別休暇，介護休暇，介護時間，介護支援部分休暇，子育て支援部分休暇及び

出生支援休暇） 

第６条 職員は，職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成７年広島県条例第５号。以下「県

条例」という。）第12条に規定する年次有給休暇を受けようとするときは，あらかじめ，年次有

給休暇を必要とする期間を明らかにして校長（校長の３日を超える年次有給休暇については，教

育委員会）に届け出なければならない。 

２ 職員は，県条例第13条に規定する特別休暇の承認を受けようとするときは，あらかじめ，特別

休暇を必要とする事由及び期間を明らかにして校長（校長の３日を超える特別休暇については，

教育委員会）に請求しなければならない。 

３ 職員は，病気，災害その他やむを得ない事由により，第１項に規定する届出又は前項に規定す

る承認の請求があらかじめできなかった場合においては，遅滞なく，その事由を明らかにして，

前２項の手続に準じて年次有給休暇の届出又は特別休暇の承認の請求をしなければならない。 

４ 前３項の年次有給休暇の届出及び特別休暇の承認の請求は，休暇簿（様式第３号）（校長の３

日を超える年次有給休暇又は特別休暇については，年次有給休暇届（様式第４号）又は特別休暇

承認申請書（様式第５号））によって行わなければならない。 

５ 職員は，県条例第14条に規定する介護休暇の承認を受けようとするときは，次の各号に定める

日までに，要介護者に関する事項，要介護者の状態，具体的な介護の内容及び期間を明らかにし

て校長（校長にあっては教育委員会）に請求しなければならない。 

(１) 県条例第14条第１項第２号に規定する第１号介護休暇 第１号介護休暇の承認を受けよう

とする期間の始まる日の前日から起算して１週間前の日 

(２) 県条例第14条第３項に規定する第２号介護休暇 第２号介護休暇の承認を受けようとする

期間の始まる日の前日から起算して１月前の日 

６ 前項に規定する介護休暇の承認の請求は，第１号介護休暇においては休暇簿（様式第６号の１）

を，第２号介護休暇においては休暇簿（様式第６号の２）（校長の介護休暇については介護休暇

承認（取消し）申請書（様式第７号））によって行わなければならない。 

７ 職員は，県条例第14条の２に規定する介護時間の承認を受けようとするときは，介護時間の承

認を受けようとする期間の始まる日の前日から起算して１週間前の日までに，休暇簿（様式第６

号の３）によって，要介護者に関する事項，要介護者の状態，具体的な介護の内容及び期間を明

らかにして校長に請求しなければならない。 
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８ 職員は，県条例第14条の３に規定する介護支援部分休暇の承認を受けようとするときは，当該

承認を受けようとする期間の始まる日の前日から起算して１月前の日までに，休暇簿（様式第６

号の４）によって，要介護者に関する事項，要介護者の状態，具体的な介護の内容及び期間を明

らかにして校長に請求しなければならない。 

９ 職員は，県条例第15条に規定する子育て支援部分休暇の承認を受けようとするときは，あらか

じめ，休暇簿（様式第８号）によって，期間を明らかにして校長に請求しなければならない。 

10 職員は，県条例第15条の２に規定する出生支援休暇の承認を受けようとするときは，当該承認

を受けようとする期間の始まる日の前日から起算して１月前の日までに，不妊治療に関する事項

及び期間を明らかにして校長（校長にあっては教育委員会）に請求しなければならない。 

11 前項に規定する出生支援休暇の承認の請求は，休暇簿（様式第８号の２）（校長にあっては出

生支援休暇承認（取消）申請書（様式第８号の３））によって行わなければならない。 

（療養経過の報告） 

第７条 負傷若しくは疾病による休暇又は休暇中の職員の療養経過の報告については，別に定める。 

（職務に専念する義務の免除） 

第８条 職員は，地方公務員法（昭和25年法律第261号）第55条第８項の規定により勤務時間中に同

条に規定する適法な交渉を行うため職務に専念する義務の免除の承認を受けようとするとき又は

職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和26年広島県条例第６号）第２条に規定する職務に

専念する義務の免除の承認を受けようとするときは，あらかじめ，その事由と期間を明らかにし

て，承認願（様式第９号）を校長を経由の上教育委員会に提出して，その承認を得なければなら

ない。ただし，教育長が別に定めるものについては，職務専念義務免除承認簿（様式第10号）に

よって校長の承認を得るものとする。 

（研修） 

第９条 職員は，普通研修（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第22条第２項の規定による

研修をいう。以下同じ。）を受けようとするときは，普通研修承認簿（様式第11号）によって，

校長の承認を得なければならない。ただし，校長の３日を超える普通研修については，承認願（様

式第９号）を教育委員会に提出して，その承認を得なければならない。 

２ 職員は，長期研修（教育公務員特例法第22条第３項の規定による研修（出張による場合を除く。）

をいう。以下同じ。）を受けようとするときは，承認願（様式第９号）を教育委員会に提出して，

その承認を得なければならない。 

３ 職員は，長期研修を終了したときは，研修報告書（様式第12号）を校長（校長にあっては教育
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委員会）に提出しなければならない。普通研修に関し，校長（校長にあっては教育委員会）から

報告書の提出を求められた場合も，また同様とする。 

（出張） 

第10条 校長は，県外に宿泊を要する出張をするとき，若しくは３日を超えて出張しようとすると

きは，出張承認願（様式第13号）を教育委員会に提出して，その承認を得なければならない。 

２ 職員は，出張をするときは，旅行命令簿（様式第14号）により事前に所属長の承認を得なけれ

ばならない。ただし，旅費を伴わない旅行の場合は，旅行命令簿（様式第15号）により事前に所

属長の承認を得ることができる。 

３ 職員は，出張中に用務の都合，病気その他やむを得ない事由により予定を変更する必要が生じ

た場合は，速やかに所属長に報告し，承認を得なければならない。 

４ 職員は，出張終了後速やかに復命書を作成し，所属長の承認を得なければならない。 

（旅行） 

第11条 職員は，海外旅行（出張又は長期研修による場合を除く。）をしようとするときは，旅行

届（様式第16号）を校長（校長にあっては教育委員会）に提出しなければならない。 

２ 校長は，私用のため３日を超えて旅行しようとするときは，旅行届（様式第16号）を教育委員

会に提出しなければならない。 

（兼職等） 

第12条 職員は，教育公務員特例法第17条第１項又は地方公務員法第38条第１項に規定する兼職及

び他の事業又は営利企業等に従事しようとするときは，許可願（様式第17号）を教育委員会に提

出してその許可を得なければならない。 

（日直宿直） 

第13条 職員は，日直又は宿直勤務を命ぜられたときは，校舎，設備，備品及び書類等の保全，文

書の収受，外部との連絡，非常災害その他緊急事務の処理に当たらなければならない。 

（その他） 

第14条 この訓令に定めるもののほか，要な事項は，校長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は，平成16年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行の日の前日までに，合併前の三次市立学校職員服務規程（平成元年三次市教育
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委員会訓令第１号），君田村立小・中学校職員服務規程（昭和47年君田村教育委員会訓令第１号），

布野村立小中学校職員服務規程（平成11年布野村教育委員会訓令第１号），作木村立小中学校職

員服務規程（平成７年作木村教育委員会規程第１号），吉舎町立学校職員服務規程（平成７年吉

舎町教育委員会訓令第１号），三良坂町立小中学校職員服務規程（昭和41年三良坂町教育委員会

訓令第20号），三和町立学校職員服務規程（昭和41年三和町教育委員会訓令第１号）又は甲奴町

立学校職員服務規程（平成４年甲奴町教育委員会訓令第１号）の規定によりなされた手続その他

の行為は，それぞれこの訓令の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成18年教委訓令第１号） 

この訓令は，公布の日から施行する。 

附 則（平成22年教委訓令第８号） 

この訓令は，平成23年１月１日から施行する。 

附 則（平成23年教委訓令第１号） 

（施行期日） 

１ この訓令は，平成23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令は，この訓令の施行日以後に出発する出張から適用し，施行日前に出発した出張につ

いては，この訓令の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

３ この訓令の施行日の前日までに改正前の三次市立学校職員服務規程の規定によりなされた処分，

手続その他の行為は，改正後の三次市立学校職員服務規程の相当規定によりなされたものとみな

す。 

附 則（平成25年４月26日教委訓令第１号） 

（施行期日） 

１ この訓令は，平成25年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令は，この訓令の施行日以後に出発する出張から適用し，施行日前に出発した出張につ

いては，この訓令の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

３ この訓令の施行日の前日までに改正前の三次市立学校職員服務規程の規定によりなされた処分，

手続その他の行為は，改正後の三次市立学校職員服務規程の相当規定によりなされたものとみな

す。 

附 則（平成27年１月27日教委訓令第１号） 
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この訓令は，平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年４月27日教委訓令第２号） 

この訓令は，平成28年４月27日から施行する。 

附 則（平成29年１月31日教委訓令第１号） 

（施行期日） 

１ この訓令は，平成29年１月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行の日の前日までに，改正前の三次市立学校職員服務規程の規定によりなされた

手続，処分その他の行為は，改正後の三次市立学校職員服務規程の相当規定によりなされたもの

とみなす。 

附 則（令和３年12月28日教委訓令第５号） 

（施行期日） 

１ この訓令は，令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行の日の前日までに，改正前の三次市立学校職員服務規程の規定によりなされた

手続，処分その他の行為は，改正後の三次市立学校職員服務規程の相当規定によりなされたもの

とみなす。 

附 則（令和５年４月21日教委訓令第２号） 

（施行期日） 

１ この訓令は，令和５年４月21日から施行し，同年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の三次市立学校職員服務規程第２条の規定については，この訓令の施行

の日から令和14年３月31日までの間，この訓令による改正後の三次市立学校職員服務規程第２条

中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは，「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用

短時間勤務職員」と読み替えるものとする。 

附 則（令和６年３月28日教委訓令第１号） 

この訓令は，令和６年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第６条関係） 

 

様式第４号（第６条関係） 
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様式第５号（第６条関係） 
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様式第６号の１（第６条関係） 
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様式第６号の２（第６条関係） 
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様式第６号の３（第６条関係） 
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様式第６号の４（第６条関係） 
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様式第７号（第６条関係） 
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様式第８号（第６条関係） 
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様式第８号の２（第６条関係） 
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様式第８号の３（第６条関係） 
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様式第９号（第８条，第９条関係） 
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様式第10号（第８条関係） 
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様式第11号（第９条関係） 

 



25/29 

様式第12号（第９条関係） 
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様式第13号（第10条関係） 
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様式第14号（第10条関係） 
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様式第15号（第10条関係） 

 

様式第16号（第11条関係） 
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様式第17号（第12条関係） 

 


